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＜申請対象設備の明確化＞
 設⼯認申請対象設備が全て抽出されていることを確認するため、以下の⽐較・紐づけを実施

 事業変更許可申請書の記載内容を展開した「基本設計方針」
 技術基準条文で要求される機能を果たすために必要となる「設備の選定結果」

 作業は、「設計図書の色塗りによる設備抽出」、「設備に関係する基本設計方針の明確化」、
「基本設計方針と抽出した仕様表対象機器等の⽐較」のステップで実施

 再処理は10月中旬、ＭＯＸは9月中旬に当社としての一連の作業を実施し、資料を提出
 10月11⽇以降、資料に基づき基本設計方針との比較による網羅性の検証プロセス等の説

明を順次実施予定（代表的な設備による事実確認を10月中に実施）
 検証は、現状の基本設計方針の記載内容との⽐較により実施しており、次項の作業による基本

設計方針等の⾒直しがあれば、その結果を資料に反映する必要があるとの前提で実施。

＜申請書記載事項等の整理＞
 上記の検証と並⾏して、設⼯認申請書（本⽂、添付書類等）における記載事項を整理し、

第1回申請対象の技術基準条文に係る事実確認を実施中
 複数の事象を含んでいる「外部衝撃による損傷の防止」における事象間での共通的な記載方

針の整理、分割申請を踏まえた第1回申請での記載事項の整理等の横断的な記載方針の整
理に係る指摘事項があり、この対応方針を策定することが急務

 上記の対応を実施したうえで、他の全条⽂に関する資料への⽔平展開も⾏い、申請書記載事
項等を纏める予定

⇒これらの明確化・整理の結果を踏まえて作業を進め、準備が整い次第、補正申請を予定 4

１．設工認申請に係る対応状況（全般事項）



２．技術的内容に係る説明（耐震︓建物・構築物）
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２．１ 第1回申請における耐震設計に係る説明状況
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地盤モデルの設定
⇒直下又は近傍の地盤データに基づき作成した地盤

モデルに切り替え（8/30審査会合にて説明済）
（詳細はP8参照）

⼊⼒地震動の算定
⇒⼊⼒地震動の算定⼿法の妥当性確認について

要説明項目あり（詳細はP8参照）

建物・構築物の地震応答解析

耐震性の確認
（建物・構築物）

耐震性の確認
（機器・配管系）
⇒第2回申請以降

２．１ 第1回申請における耐震設計に係る説明状況
（１）第1回申請施設における耐震設計に係る説明状況（全体フロー）

地盤モデルの設定
⇒直下又は近傍の地盤データに基づき作成した地盤

モデルに切り替え（8/30審査会合にて説明済）
（詳細はP9参照）

⼊⼒地震動の算定※

⇒液状化を考慮した評価について
要説明項目あり（詳細はP9参照）

建物・構築物の地震応答解析※

耐震性の確認※

（建物・構築物）

燃料加工建屋の
耐震設計に係る説明状況

安全冷却⽔B冷却塔 飛来物防護ネットの
耐震設計に係る説明状況

7

 以下に、第1回申請施設における耐震設計の流れと説明状況について全体フローを⽰す。
 現状、燃料加⼯建屋及び安全冷却⽔B冷却塔 ⾶来物防護ネットについては、ともに「⼊⼒地震動の算定」

の段階において説明すべき項目が残っている状況。

地盤の地震応答解析 地盤の地震応答解析

※︓本日の説明範囲については 16ケース中 液状化の範囲が広い４ケースの
評価結果を⽰す。 残りケースについては10月中に報告予定

︓これまでの説明範囲
︓本日の説明範囲
︓次回の説明範囲
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以下に、地盤モデルの設定及び⼊⼒地震動の算定における説明項目の対応
状況について⽰す。

＜地盤モデルの設定（8/30審査会合にて説明済み）＞
 今回設⼯認における⼊⼒地震動の算定に⽤いる地盤モデルについては，

建物・構築物の直下又は近傍のデータに基づいて作成する方針とする。
 上記方針を踏まえ，第1回申請対象施設である燃料加⼯建屋及び安

全冷却⽔B冷却塔の⼊⼒地震動の評価に⽤いる地盤モデルを，建物・
構築物直下又は近傍の地盤データに基づき作成したモデルに⾒直した。

 本地盤モデルに⾒直した場合の耐震評価を実施した結果，耐震性は
確保できる⾒通しを得ている。

＜燃料加工建屋の⼊⼒地震動の算定＞
 燃料加⼯建屋の耐震設計における⼊⼒地震動の算定において，表層

地盤上部の造成盛土下端において，地震動レベルに応じた非線形性が
大きく進んでおり，造成盛土の3軸圧縮試験データの外挿範囲となって
いる。(地盤の有効せん断ひずみ度７％程度)

 このことから，現状，等価線形解析により算定している⼊⼒地震動が，
耐震設計に⽤いる上で妥当であることを確認する必要がある。

 当該確認事項については，確認方法及びその結果を補⾜説明資料に
て提⽰し，次回審査会合にて説明する予定。
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（燃料加工建屋 Ss-C1標準ケースの例）

２．１ 第1回申請における耐震設計に係る説明状況
（２）地震応答解析に⽤いる地盤モデルの設定及び⼊⼒地震動の算定に係る対応状況（1/2）
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＜安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の⼊⼒地震動の算定に際しての説明すべき事項＞
 液状化時の⼊⼒地震動の評価方法、評価条件、根拠データ及び評価結果を今回審査会合で説明する。

２．１ 第1回申請における耐震設計に係る説明状況
（２）地震応答解析に⽤いる地盤モデルの設定及び⼊⼒地震動の算定に係る対応状況（2/2）

⾶来物防護ネット架構の波及的影響評価

【全応⼒解析】 【液状化時の評価】
（有効応⼒解析）

構造計画

地盤解析モデルの設定（全応⼒解析）

地盤の応答計算（13波）

⼊⼒地震動の算定

基礎と上部鉄骨架構の応答
（質点系モデル・３次元フレームモデル）

地盤解析モデルの設定（有効応⼒解析）

「地盤」 と 「上部質点系」 の応答計算

断面の検討

⼊⼒地震動の算定（4ケース/16ケース終了）

基礎と上部鉄骨架構の応答
（３次元フレームモデル）

断面の検討

本⽇の説明範囲
これまでの説明範囲

波及的影響評価の有無判定
（構造健全性の確認）

波及的影響評価の有無判定
（構造健全性の確認）

検討⽤地震動の選定（２波16ケース）

これまでは、平均地盤モデルに対する評価結果を⽰していたことから
今回、直下地盤モデルに対する評価結果を改めて⽰す

今回、解析結果は 16ケース中 液状化の範囲が広い４ケースの評
価結果を⽰す。 残りケースについては10月中に報告予定



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の
耐震評価（液状化時の⼊⼒地震動算定）
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（１）本⽇の説明内容（1/2）

液状化時に⾶来物防護ネット架構が冷却塔へ波及的影響を及ぼさないことを，これまでの
状況を踏まえ，次頁の項目を確認することで⽰す。

◆これまでの状況
 施設の周辺地盤が液状化が生じない場合については，評価方法や評価結果について

説明を⾏い，⾶来物防護ネット架構が安全冷却⽔B冷却塔へ波及的影響を及ぼさな
い⾒通しを得た。（2021年8月30日審査会合にて説明）

 一方，液状化が生じる場合については，当初は簡便な「ウエスタガード補正式」により，
基礎の支持性能が喪失しないことを確認していたが，当該⼿法では複雑な土圧の影響
を考慮出来ないと判断した。 （2021年7月26日審査会合にて説明）

 上記を踏まえ，液状化が発生した場合については，詳細な評価⼿法である「有効応⼒
解析」を⽤いて，⼊⼒地震動の算定並びに安全冷却⽔B冷却塔への波及的影響が生
じないことを確認することとした。 （2021年8月30日審査会合にて説明）

 液状化時の評価方法，⼊⼒地震動，評価結果について、これまでの審査会合にて説
明できていなかったことから、当該項目について本日の審査会合にて説明する。



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（１）本⽇の説明内容（2/2）
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液状化時に安全冷却⽔B冷却塔へ波及的影響を及ぼさないことを確認する上で重要な 「⼊⼒地震
動の算定」 は以下項目の確認を通して⽰す。

１）液状化時の評価方法の妥当性
 構造計画の確認（設計方針と設計の流れ） ・・・・・ Ｐ13、14
 有効応⼒解析モデルの設定の妥当性（モデル化の概要) ・・・・・ Ｐ16、17
 液状化時の上部架構の設計の妥当性 ・・・・・ Ｐ24

２）液状化時の評価条件の妥当性
 解析モデルに⽤いている各種パラメータの妥当性 ・・・・・ Ｐ18、19
 液状化時の評価に⽤いる検討⽤地震動の選定の妥当性 ・・・・・ Ｐ20、21

３）液状化時の⼊⼒地震動の確認
 上部鉄骨架構への⼊⼒地震動の算定結果 ・・・・・ Ｐ22、23

４）波及的影響を及ぼさないことの確認
 「液状化時の評価結果」から波及的影響が及ぼさないことを確認 ・・・・・ Ｐ25〜27



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（２）構造計画の確認（設計方針と設計の流れ）（1/2）
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（１）全体設計方針
 ⾶来物防護ネット架構は，安全冷却⽔B冷却塔に近接して設置するため，安全冷却⽔B冷却塔への波及的影響（

崩壊，衝突，落下）の評価を実施する。
 ⾶来物防護ネット架構の周辺は，建屋や地盤改良体があり，液状化の影響は軽減されていると考えられることから，

全応⼒解析とする。ただし，本施設は以下の状況にあることから，有効応⼒解析により液状化時の影響評価も合わ
せて実施する。

ⅰ）杭の周辺は地盤改良され液状化は生じないものの，地盤改良の範囲が杭周辺に限定されている。
ⅱ）地下⽔排⽔設備に囲まれておらず，周辺地盤の液状化による影響を否定できない。

 全応⼒解析は，全ての基準地震動を対象として，一次元波動論に基づき⼊⼒地震動を算定し，質点系モデルで応
答計算を⾏う。その応答を静的に３次元フレームモデルに⼊⼒し，個別部材の設計と波及的影響評価を⾏う。

 液状化時の評価は，施設への影響の大きな「検討⽤地震動」を選定して，有効応⼒解析にて⾶来物防護ネット架
構に生じる応答を算定する。その応答を静的に３次元フレームモデルに⼊⼒し，波及的影響評価を⾏う。

（２）上部鉄骨架構の設計方針
 配置上の制約から地震荷重低減のため座屈拘束ブレースを採⽤する。
 応⼒・変形のバランスに配慮した局所的な変形の偏りがない設計となっていることから，質点系モデルを⽤いて地震応答解析を

⾏った後に， 3次元フレームモデルを⽤いた静的応⼒解析を合理的に実施する。

（３）杭基礎の設計方針
 上部鉄骨架構や地盤からの作⽤⼒に対して，建築基礎設計指針に基づき支持性能に係る評価を⾏う。
 液状化の影響因子が生じた際に，上部鉄骨架構を支持する基礎が支持性能を喪失せず，安全冷却⽔B冷却塔へ波及的

影響が生じないことを確認する。

（４）設工認申請書における取扱い
 今回設⼯認において，⾶来物防護ネット架構の波及的影響評価の方針を添付書類に記載する。また，非液状化

時における全応⼒解析及び液状化時における有効応⼒解析双方の結果により，安全冷却⽔B冷却塔へ波及的
影響が無いことを確認し，その評価結果をそれぞれ添付書類に記載する。
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液状化時の有効応力解析による影響評価フローを以下に示す。
なお，非液状化時の全応力解析による評価フローについては「参考２」に示す。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（２）構造計画の確認（設計方針と設計の流れ）（2/2）



１）液状化の影響因子①〜④について，安全冷却⽔B冷却塔への波及的影響が生じないことを，有効応⼒解析
により評価する。 なお，⑤，⑥については，施設の設置状況から評価する。（液状化の影響因子について
は参考3に⽰す。）

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（３）液状化時の波及的影響評価の進め方

２）有効応⼒解析については以下の条件設定のもと⾏う。
【解析モデル】
 解析モデルは施設周辺の地盤状況を反映するため，２次元FEMとし，洞道，建屋並びに周辺の地

盤改良の剛性を反映する。
 上部鉄骨架構もモデル化し，有効応⼒解析モデルに組み込み，地盤と一体で解析を⾏う。

【解析に⽤いる地震動】
 液状化時の評価は，非液状化時の全応⼒解析において施設への影響の大きな地震動や，液状化

地盤において基準地震動の影響が大きな地震動を「検討⽤地震動」として選定して⾏う。
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■解析断面
 解析モデルは，中央部のMMRを含む断面（中央断面）と，基礎と改良地盤を含む断面（端部断面）の2断面を選定する。

なお、中央断面が約８割を占めているものの，端部断面での基礎の剛性が異なることから２断面を選定している。
 中央断面の上部鉄骨架構は，両側に基礎があることから門型の質点系でモデル化する。
 端部断面の上部鉄骨架構は，一体の基礎断面になることから，１本棒の質点系でモデル化する。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（４）有効応⼒解析モデルの設定の妥当性（モデル化の概要）（1/2）

NS中央
断面

NS端部
断面

EW
中央断面

EW
端部断面

A4B
AH建屋

DA建屋

TY10TY11

T
X
4
0
S

※ EW中央断面では施設の右側に分析建屋（AH建屋）が存在する。
本評価では建屋より剛性が⼩さな流動化処理土で建屋をモデル化することで
地盤の液状化の影響の点では保守的な設定とした。

NS中央断面

NS端部断面

EW中央断面

EW端部断面

地下⽔排⽔設備

流動化処理土でモデル化⽴坑はモデル化しない

改良地盤内の洞道はモデル化しない

地下⽔排⽔設備はモデル化しない

流動化処理土を
鷹架層まで延⻑

※

MMR

MMR

遮蔽⼯
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（４）有効応⼒解析モデルの設定の妥当性（モデル化の概要）（2/2）
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■解析モデルの設定・考え方
モデルサイズは，JEAC4601-2008を参考に評価対象施設の幅(B)に対して両側幅B以上の範囲をモデル化領域とする。

なお、本解析モデルにおいては、解析モデル幅を5Bとした。
解析領域の境界部において，側面及び底面は半無限性によるエネルギー逸散効果を考慮するために粘性境界を設ける。
材料減衰は液状化が生じ地盤が軟化することによる地盤の固有振動数の低振動数側へのシフトに伴い，設定したモードに

対する減衰が初期減衰より⼩さい側へ変化していく剛性⽐例型の減衰を採⽤する。
地盤物性の考え方は，次頁に⽰す。



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（５）解析モデルに⽤いている各種パラメータの妥当性（1/2）

18

■地盤の物性値について
 施設近傍で液状化対象層となる地層は、埋戻土のみである。なお、敷地内に分布する六ケ所層、造成盛土も液状化対

象層であるが、その物性値は後次回申請時に⽰す。
 埋戻土，改良地盤，流動化処理土については動的変形特性を与える。
 MMR，地中構造物（杭，基礎梁，冷却塔基礎，洞道，隣接構造物）については弾性体として扱う。
 埋戻土の液状化強度曲線については液状化の現象を保守側に評価するため包絡値とする。
 鷹架層地盤の物性値についてSHAKEによる等価線形解析で求めた等価物性値とする。

安全冷却⽔B冷却塔
近傍のボーリング位置敷地全体のボーリング位置
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液状化強度と相関性のある指標として、粒度分布，細粒分含有率，Ｎ値を⽐
較することにより，液状化強度試験の代表性及び網羅性の確認を⾏う。
 敷地全体ボーリング位置より埋戻し土の液状化評価のため，敷地の埋戻し土

の分布範囲をおおむね網羅する箇所で液状化強度試験を実施
 液状化強度試験については，下記の特徴

 敷地全体と⽐較して細粒分が少ないもので実施（液状化しやすい傾
向）。

 敷地全体と⽐較して細粒分含有率が少ないもので実施（おおむね敷
地全体の平均値±１σの範囲内）。

 敷地全体と⽐較して平均的なN値のもので実施（おおむね敷地全体
の平均値±1σの範囲）。

 従って，当該試験は液状化の評価として，保守性を有している。また、
「参考５」に液状化試験結果より液状化はするものの，その後の挙動
が正のダイレイタンシ-の効果により，過剰間隙⽔圧は低下する傾向が確認
されており、完全液状化に至る現象はみられなかった。 埋戻し土の粒度分布の⽐較

埋戻し土の細粒分含有率の⽐較 埋戻し土のＮ値の⽐較
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〇 〇 試験値
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液状化強度
試験箇所

敷地全体
（埋戻し土）

液状化強度
試験箇所

敷地全体 A4B近傍

最大値 35.0％ 47.7％ 27.5％

最小値 13.0％ 11.7％ 11.7％

平均値 25.1％ 27.5％ 18.5％

データ数 10 43 6

液状化強度
試験箇所

敷地全体 A4B近傍

最大値 22 30 24

最小値 3 1 3

平均値 8.2 8.2 14.6

データ数 10 154 16

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（５）解析モデルに⽤いている各種パラメータの妥当性（2/2）
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（６）液状化時の評価に⽤いる検討⽤地震動の選定の妥当性（1/2）
■検討⽤地震の選定

液状化時の影響検討においては，基準地震動全13波の中から，以下の ① と ② に該当する地震動を「検討⽤地震動」と
して選定し有効応⼒解析を実施する。 （参考6「液状化時の解析ケースの選定」参照）

① 施設への影響が大きい地震動を非液状化時の解析ケースの中から，以下の項目に着目して選定する。
ⅰ）上部鉄骨架構の「過大な変形」や「柱脚の損傷」の主要因となる，大きな「せん断力」が発生する地震動を選定する。

ⅱ）上部鉄骨架構の座屈拘束ブレースの「最大応答ひずみ」と「ブレースの疲労係数」が最大となる地震動を選定する。

ⅲ）杭の支持性能の喪失が生ずる原因となる，杭への最大のせん断力が発生する地震動を選定する。

② 上記に加え 液状化した地盤が，基準地震動の伝播
特性に与える影響を評価するため，施設周辺地盤を
「１次元の自由地盤にモデル化※」し，基準地震動全
13波による有効応⼒解析において施設へ与える影響
の大きな地震動の選定を⾏う。

検討⽤地震動の設定フロー図

※「(4)有効応⼒解析モデルの概要2/2」に記載の自由地盤と同じモデル

非液状化時の評価 液状化時の評価

⼊⼒地震動
検討⼿法︓一次元波動論（SHAKE）
地震動 ︓基準地震動 全13波
地盤物性︓中央値、±σ
解析方向︓NS、EW

⼊⼒地震動 及び 設計⽤地震⼒の算定
検討⼿法︓地盤・杭・基礎梁・上部架構の一体解析、液状化を考慮（有効応⼒解析）
地震動 ︓ Ss-A  、Ss-C1 
地盤物性︓ ±σ 
解析方向︓ NS、EW

一体解析のため設計⽤地震⼒は本検討の応答結果から算定される

基準地震動 全13波で実施
地盤物性のばらつきを考慮

解析ケース選定①
非液状化時の耐震評価において、基準地震動
全13波及び地盤物性のばらつきケースから施設
への影響が大きな地震動を選定

■判定指標
→ 基礎・上部架構設計⽤荷重、座屈拘束ブ

レースのひずみ、疲労度

解析ケース選定②
・ 液状化を考慮した⽔平成層の自由地盤でモデ

ル化し基準地震動全13波及び地盤物性のば
らつきを考慮した有効応⼒解析を実施

・ 液状化した地盤において、鷹架層上端レベルで
の「地盤の変状」が大きな地震動を選定する

■判定指標
→ 地盤のせん断ひずみ・加速度

設計⽤地震⼒の算定
検討⼿法︓質点系モデルによる応答解析

部材評価
上部架構︓3次元フレームモデル
基礎梁 ︓FEMモデル
杭 ︓ Chang式

波及的影響評価
上部架構及び基礎が健全であることを確認

波及的影響評価
上部架構及び基礎が健全であることを確認

部材評価
上部架構︓3次元フレームモデル
基礎梁 ︓FEMモデル
杭 ︓ 一体解析による応⼒を使⽤



検討⽤地震
解析断面

地盤物性 選定根拠NS方向（ＵＤ含む） EW方向（ＵＤ含む）

中央 端部 中央 端部

１ Ss-A ○ ＋σ
－σ

座屈拘束ブレースの「最大疲労係数」が最大
有効応⼒解析時の「せん断ひずみ」が最大２ Ss-A ○

３ Ss-A ○ ＋σ
－σ

座屈拘束ブレースの「最大疲労係数」が最大
有効応⼒解析時の「せん断ひずみ」が最大４ Ss-A ○

５ Ss-C1 ○ ＋σ
－σ

基礎・杭の「⽔平地震荷重」が最大
フレーム部材の「最大応答せん断⼒」が最大
座屈拘束ブレースの「最大応答軸⼒」が最大
有効応⼒解析時の「最大加速度」が最大６ Ss-C1 ○

７ Ss-C1 ○ ＋σ
－σ

基礎・杭の「⽔平地震荷重」が最大
フレーム部材の「最大応答せん断⼒」が最大
座屈拘束ブレースの「最大応答軸⼒」が最大
有効応⼒解析時の「最大加速度」が最大８ Ss-C1 ○

■有効応⼒解析の解析ケース
全応⼒解析において，「地盤のばらつきを－σとした際の基準地震動Ss-A」及び「地盤のばらつきを－σとした際の基

準地震動Ss-C1」により生じる荷重，応答値が最大となっていることを確認した。（参考6 1/3,2/3参照）
一方，「１次元の有効応⼒解析」では,「地盤のばらつきを＋σとした際の基準地震動Ss-A」及び「地盤のばらつきを

＋σとした際の基準地震動Ss-C1」の応答が最大となっていることを確認した。（参考6 3/3 参照）

上記より，液状化による影響評価を⾏う有効応⼒解析においては，「基準地震動Ss-A」及び「基準地震動Ss-C1」
を⽤いることとし，地盤物性のばらつきとしては，施設への影響が大きい±σを採⽤する。また，解析断面は「中央断面
」と「端部断面」の２ケースについて検討する。結果として全16ケースについて検討を実施する。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（６）液状化時の評価に⽤いる検討⽤地震動の選定の妥当性（2/2）
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※現状、赤字で⽰した4ケースを実施している。
なお、この4ケースについては、短辺のNS方向が揺れが大きいと考えられることから先⾏して実施した。



■有効応⼒解析結果
最大応答せん断ひずみは，埋戻土の広い範囲で大きくなっているが，改良地盤付近は改良体によってせん断変形が

拘束されるため⼩さくなっている。
過剰間隙⽔圧⽐は，埋戻土の広い範囲で90%を超えており，概ね液状化が生じているものと判断される。

22

Ss-A（－σ）中央断面 Ss-C1（－σ）中央断面
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（７）有効応⼒解析における⼊⼒地震動（1/2）
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Ss-A（ －σ ）NS方向 加速度応答スペクトル Ss-C1（－σ）NS方向 加速度応答スペクトル

上部構造
1次固有周期(弾性)

(0.393s)

上部構造
1次固有周期(弾性)

(0.393s)

中央断面
北側基礎

中央断面
北側基礎

中央断面
南側基礎

端部断面
基礎

 有効応⼒解析における基礎上端における上部鉄骨架構への⼊⼒地震動及び全応⼒解析時の⼊⼒地震動を以下に⽰す。
 有効応⼒解析においては、周辺地盤が液状化していることから、⻑周期側が卓越したものと考える。
 上部鉄骨架構の弾性時の1次固有周期付近では、「有効応⼒解析＞全応⼒解析」の関係であるため、有効応⼒解析結果に対し

ても施設の評価を実施した。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（７）有効応⼒解析における⼊⼒地震動（2/2）

中央断面
南側基礎

端部断面
基礎

全応⼒解析
基礎

中央断面
北側基礎

中央断面
南側基礎

端部断面
基礎

全応⼒解析
基礎

※︓本日の説明範囲については 16ケース中 揺れが大きいと
考えられる４ケースの評価結果を⽰す。 残りケースについ
ては10月中に報告予定
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(三次元フレームモデル)

⇒ 層ごとの変形性能を剛性として反映した「質点系モデル」を構築し，耐震評価を合理的に実施。
(ひずみ時刻歴) (軸⼒時刻歴)

(３階層)

(２階層)

(１階層)

 非液状化時の評価においては，一次元波動論から得られる基礎上端の応答加
速度を⽤いて，三次元フレームモデルで座屈拘束ブレースの時刻歴波形（軸⼒
，ひずみ）を層ごとの重ね書き及び隅柱の最大変形の⽐較により，上部架構が
各層一体で応答していることを確認。

 液状化時の評価においても，有効応⼒解析から得られる基礎上端の応答加速
度を⽤いて，上記と同じ⽐較を実施※し，上部架構が各層一体で応答している
ことを確認。

 以上のことから，非液状化時及び液状化時共に，架構の設計として適切と判
断。

※︓一例として，最大値が生じたNS端部断面の座屈拘束ブレスのひずみ時刻歴の結果を記載

(支持架構の変形状態) (NS方向変形量)

加振方向

(EW方向変形量)

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（８）上部架構の設計の妥当性



基礎の曲げモーメント（Ss-A、Ss-C1の包絡）

（kN･m）
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 上部架構の柱・梁等の部材には，局所的な応
⼒は発生しておらず、座屈拘束ブレースの効果が
表れている。

 基礎梁では、コーナー部に応⼒の大きい箇所
が⾒られるものの、部材の許容値は満⾜して
いる。

 杭の曲げモーメントは、先端部分で大きくなっ
ているが、これは、液状化により支持地盤との
境界部で変形が生じたためと考えられる。

上部架構の曲げモーメント（Ss-C1）

（kN･m）

杭の曲げモーメント（Ss-C1）

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（９）液状化時の評価結果（1/３）

-300 -200 -100 0 100 200 300
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 液状化時における各評価部位について有効応⼒解析による評価を⾏い，波及的影響を及ぼさないことを確認した。(非液状化
時の評価結果は参考７に⽰す。)

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（９）液状化時の評価結果（2/3）

※１︓⾼低差のある台地の法肩までの距離が100ｍ以上のため側方流動は生じない
※２︓基礎の下に液状化対象層が無いことから浮⼒は発生しない

液状化の
影響因子

⾶来物防護ネットの
検討対象部位 評価指標 発生値 許容値 地震動 検定⽐

①地盤剛性
の低下

上部架構
（柱等の弾性部材）

応⼒度
（軸⼒＋曲げ）

33 Mpa（σc）
5 Mpa（σbx）

246 Mpa（σby）

199 Mpa（fc）
357 Mpa（fbx）
357 Mpa（fby）

Ss-C1 0.866

上部架構
（座屈拘束ブレース）

最大軸ひずみ 1.63 % 3.00 % Ss-C1 0.544

疲労係数総和
0.1%-0.3%︓92 回
0.3%-0.5%︓110 回
0.5%-1.0%︓85 回
1.0%-2.5%︓15 回

5537 回
1952 回
474 回
73 回

Ss-A 0.458

基礎梁

耐⼒
（軸⼒＋曲げ） 1560 kN・m/m 4970 kN・m/m

Ss-A、Ss-C1
の包絡

0.313

耐⼒
（面外せん断⼒） 1530 kN/m 3980 kN/m 0.384

杭

耐⼒
（軸⼒＋曲げ） 453 kN・m 1170 kN・m 0.386

耐⼒
（面外せん断⼒） 963 kN 5290 kN 0.182

支持⼒・引抜⼒ 4590 kN 21890 kN 0.210

②沈下

杭基礎
（施設全体）

杭の鉛直⼒ 1920 kN 3920 kN Ss-C1 0.490

③転倒 転倒モーメント - - - 杭に引張荷重が
生じないため省略

④滑動 接合面でのせん断⼒ 1.05×106 kN 1.40×106 kN Ss-C1 0.746

⑤側方流動 施設の配置状況 - - - ※１

⑥浮き上り 浮⼒ - - - ※２
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（９）液状化時の評価結果（3/3）

■評価結果の考察とまとめ
 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 ⾶来物防護ネット架構の設計における応答せん断⼒は、有効応⼒解

析と全応⼒解析に大きな差はないため、上部鉄骨架構の部材の検定⽐において、有効応⼒
解析と全応⼒解析では大きな差が生じていなかった。

 これは、非線形性によるエネルギー吸収を期待した座屈拘束ブレースを採⽤していることが原因
である。

 座屈拘束ブレースは、⽔平剛性に大きく寄与するが、大規模な地震時には非線形化し、剛性
はほぼゼロとなる。

 座屈拘束ブレースが非線形になることにより、建屋が⻑周期化 (約1.1秒)し、スペクトル上で
有効応⼒解析・全応⼒解析の差 が少なくなったものと考察する。

 有効応⼒解析では、評価すべき16ケースのうち液状化の
範囲が広い４ケースの評価を実施し、⾶来物防護ネット架構
の健全性が確認されたことから、安全冷却⽔Ｂ冷却塔への
波及的影響が生じない⾒通しを得た。

 なお、残りのケースについては10月中に報告予定。
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■審査会合における指摘事項と対応

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考1）審査会合における指摘事項と対応方針

設計用地下水の設定

安全冷却水B冷却塔 飛来物防護ネットの耐震評価

No. 審査会合日 指摘事項 対応方針
1 2021.3.15

地下⽔排⽔設備に要求する機能，申請対象施設としての取り扱い，耐震設計上の位
置づけなどについて明確に整理すること。 地下⽔排⽔設備の要求機能，耐震設計上の位置づけ，申請対象施設とし

ての取り扱いについて整理した。
2 2021.4.13 地下⽔排⽔設備の設計方針については，先⾏炉の整理も踏まえて⽰すこと。

3 2021.4.13 出⼊管理建屋の設計⽤地下⽔位について，耐震評価上の位置づけを整理すること。
出⼊管理建屋は，地下⽔排⽔設備の外側に配置されていることから，設計
⽤地下⽔位を地表面に設定する。
出⼊管理建屋の耐震評価方針等については，当該施設の申請回次において
⽰す。

4 2021.3.15
液状化の影響を受ける可能性のある施設については，今回申請だけでなく今後の申請対
象施設も含めて，施設の網羅的な抽出をまず⾏った上で，液状化の影響を考慮した設
計の考え方を体系的に整理して説明すること。 第1回申請対象施設である杭基礎である安全冷却B冷却搭⾶来防護ネットの

液状化影響評価の考え方を整理した。
液状化に伴う影響因子，液状化対象層，施設周辺の地盤の整理し，各因
子に対して各対象施設が液状化影響がないか体系的に整理した。

5 2021.4.13
杭基礎の⻯巻ネットと洞道で検討内容が異なっていることから，双方の評価が有効である
ことを⽰すこと。

6 2021.4.13
液状化の影響検討において，周辺建屋や支持地盤の傾斜の影響等を踏まえていることを
⽰し，体系的に整理すること。

7 2021.6.28
⻯巻防護施設の液状化評価について，各影響因子に対して，液状化によりどのような荷
重の作⽤を受けて，どのような損傷モードがあり，その上で上位クラスに波及的影響を及ぼ
すのか等，背景も含めて整理すること。

⻯巻防護施設の液状化評価について，⾶来物防護ネットの耐震計算と合わ
せて，液状化時に必要な評価項目を影響因子，作⽤荷重，損傷モード，
波及的影響防止の考え方を明確化することにより評価方針を整理した。

8 2021.6.28

⻯巻防護施設の液状化評価について，ウエスタガード補正式を，液状化した地盤から受
ける土圧の算定に⽤いることができる根拠を⽰すこと。また，その代替⼿法が有効応⼒解
析よりも保守的な結果を与えるということ，実際の液状化時の複雑な土圧の影響を考慮
できていることを明確にすること。

ウェスタガード補正式の適⽤性について，有効応⼒解析の結果との⽐較検証を
踏まえ，側方土圧荷重の設定は有効応⼒解析結果を⽤いることとした。

9 2021.7.26 地盤液状化による想定事象に対する確認が網羅できていることを示すこと。
耐震設計全体の流れを整理することで地盤液状化にて想定すべき事象が
網羅出来ていることを整理した。

10 2021.7.26
有効応力解析における評価条件の妥当性や結果の保守性についても説明を行うこと。
有効応力解析を用いた評価及びその他手法を用いた評価について妥当性を示すこと。

有効応力解析の解析方針について整理した。なお，杭の耐震裕度を考慮
すると，耐震性は確保できる見通しを得ている。

11 2021.8.30 評価の方法，評価条件，根拠データ，評価結果等を整理して改めて説明すること。
有効応力解析の方針だけではなく，全体方針，解析条件，根拠等を整理し
たうえで，評価結果を示し，飛来物防護施設が上位施設に対して波及的影
響を及ぼさないことを確認した。

No. 審査会合日 指摘事項 対応方針

1 2021.7.26

①⾶来物防護ネットの上部構造と基礎の耐震評価の全体体系について説明すること。
②座屈拘束ブレースの設計方針，目的・採⽤理由，配置の考え方，解析モデルの
扱い，評価方法について説明すること。
③質点系モデルと3次元フレームモデルでの弾塑性の応答解析結果を⽐較し，部材レ
ベルで妥当性及び保守性を⽰すこと。
④材料物性のばらつきの扱いについて⽰すこと。

①全体の評価体系の流れがわかるフローを⽰す。
②座屈拘束ブレースの採⽤理由や配置の考え方などを⽰す。
③座屈拘束ブレースの荷重時刻歴，履歴ループ，周辺部材の荷重を⽐
較することにより，質点系モデルが妥当であることを⽰す。
④設計体系の中で材料物性のばらつきの考慮方法を⽰す。



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考2）全応⼒解析時の設計の流れ（1/2）

29

非液状化時の全応⼒解析による評価フローを以下に⽰す
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①⼊⼒地震動算定

④3次元フレームモデルによる
静的応⼒解析

②質点系による
地震応答解析

⑥基礎FEMによる
応⼒解析

⑧杭応⼒評価
⑩杭支持⼒確認（単杭・群杭の評価）

⼊⼒地震動

⑤架構の健全性(断面算定)，
相対変位の接触

⑦柱脚応⼒

⑦杭頭曲げ

⑨支点反⼒

＜上部鉄骨架構の設計＞
① 1次元波動論により直下地盤を⽤いた⼊⼒地震動を算定
② 質点系モデルにて地震応答解析
③ 層せん断⼒・鉛直加速度の算定
④ 3次元フレームモデルによる静的応⼒解析
⑤ 架構の構造健全性（断面算定）及び，

相対変位による接触から冷却塔への波及的影響の確認

＜基礎梁の設計＞
⑥ 基礎FEMモデルにて応⼒解析
⑦ 3次元フレームモデルの柱脚応⼒，基礎自重の地震時慣性⼒，

杭頭曲げを考慮

＜杭の設計＞
⑧ 杭応⼒評価は基礎指針（Chang式）により算定
⑨ 基礎FEMの支点反⼒を杭頭に作⽤
⑩ 杭支持⼒（鉛直支持⼒，引抜⼒）は基礎指針に基づき

単杭及び群杭の双方で検討
⑪ 基礎，杭，支持⼒の構造健全性評価により架構の支持性能を確認

③層せん断⼒，
鉛直加速度

部材応⼒，変位

⑦地震時
慣性⼒

⑪構造健全性評価による支持性能の確認

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考2）全応⼒解析時の設計の流れ（2/2）



■液状化影響因子と損傷モードの整理
液状化によって発生する上部鉄骨架構の損傷モードと，安全冷却⽔B冷却塔への波及的影響の関係を
整理した上で，（D）の影響因子が生じた際に（C）の状態に至らないことをもって，波及的影響が生
じないことを確認する。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考3）液状化時の波及的影響（1/3）

（A）
冷却塔への
波及的影響

架構全体が崩壊し衝
突する

架構の変形が大きく
なり，衝突する

架構の部材が
落下する

（梁，防護板）

（D）
液状化の
影響因子

①地盤剛性低下

②沈下

③転倒

④滑動

⑤側方流動

⑥浮上り

(B)
ネット架構の
損傷モード

a)架構の変位
が増大する

b)柱脚が損傷する

c)個別部材が許容応
力を超えて破断する

（C）
（B）が生ずる

原因

上部応答が増大する

a)～c)が生じる

基礎の支持性能が
喪失する

a)，b)が生じる

波及的影響を生じさせる上部架構の損傷モードを抽出

①のみ

①〜⓺

液状化による上部鉄骨架構と杭基礎への影響
（次頁にて影響が発生する機構を整理） 31



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考3）液状化時の波及的影響（2/3）

影響因子 損傷状態 イメージ図 確認方法

①地盤剛
性低下

上部応答が増大する

有効応⼒解析において上部鉄骨架構が安全冷却⽔B冷却塔
へ波及的影響（架構の崩壊・架構の衝突・部材の落下）を
生じないことを確認する。上部鉄骨架構（各種部材を含む）
の応⼒度（軸⼒＋曲げ）及び安全冷却⽔B冷却塔との相対
変位を評価指標とする。

杭に大きな応⼒が生じ，
支持性能を失う

有効応⼒解析から求まる「杭に作⽤する荷重」と，上部構造
の3次元フレームモデルから求まる「上部構造から作⽤する荷
重」を考慮し，発生する応⼒が，杭の許容限界を下回ってい
ることをもって，地盤剛性低下により基礎の支持性能が喪失し
ないことを確認する。杭の耐⼒（軸⼒＋曲げ）を評価指標と
する。

②沈下 杭の先端の支持地盤の
支持性能を失う

有効応⼒解析から求まる「杭の鉛直⼒」が，鷹架層の極限支
持⼒を下回っていることをもって，沈下により基礎の支持性能が
喪失しないことを確認する。杭の鉛直⼒を評価指標とする。

32

■液状化影響因子と影響評価方法
 過去の液状化時の被害事例から抽出した影響因子（以下，①〜⑥）に対して，杭基礎への影響が発生する機構を整

理すると共に，影響の有無の確認方法につて整理した。
 ①〜④は同時に発生する損傷ではあるが，ここでは液状化時の作⽤⼒が生じた際の損傷状態を個別に⽰している。
 ⑤，⑥は有効応⼒解析とは別に地盤の状況から影響が生じないことが確認できる。
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考3）液状化時の波及的影響（3/3）

影響因子 損傷状態 イメージ図 確認方法

③転倒
杭基礎全体の過大
な変形により支持性
能を失う

有効応⼒解析から求まる「側方土圧と施設全体に作⽤
する慣性⼒」により発生する「転倒モーメント」が，改良地
盤の重心位置に作⽤する自重から求められる安定モーメ
ントを下回っていることをもって，転倒により基礎の支持性
能が喪失しないことを確認する。転倒モーメントを評価指
標とする。

④滑動
杭基礎全体の過大
な変形により，支持
性能を失う

有効応⼒解析から求まる「支持岩盤と改良地盤の接合
面でのせん断⼒」が， 杭のせん断抵抗⼒と接合面でのせ
ん断抵抗⼒（JEAG4601-1987による）の両抵抗⼒の
合計を下回っていることをもって，滑動により基礎の支持
性能が喪失しないことを確認する。接合面でのせん断⼒を
評価指標とする。

⑤側方流動

周辺地盤状況が側
方に流動し，杭基礎
全体の過大な変形に
より，支持性能を失
う

施設が設置される場所は⾼低差がある台地の法肩から
100ｍ以上離れていること（道路橋⽰方書）から側方
流動は生じないと評価し，基礎の支持性能が喪失しない
ことを確認している。

⑥浮上り
杭基礎全体の過大
な変形により支持性
能を失う

施設の下方に液状化対象層がないことから液状化に伴う
浮上りは生じないと評価，基礎の支持性能が喪失しない
ことを確認している。

H

L

H/2

L/2



34

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（1/6）

■上部鉄骨架構のモデル化
 上部鉄骨架構としてモデル化した⽔平・鉛直の質点系モデルを地盤・基礎の2次元FEMモデルと一体で解析するこ

とで，上部鉄骨架構の振動特性を考慮する。
 杭への応⼒を適切に評価するため，鉛直・⽔平方向の応答と⽔平方向地震⼒による基礎のロッキングを考慮する

（杭の変動軸⼒を考慮する） 。
 地震⼊⼒については⽔平・上下同時⼊⼒とする。
 上部架構の評価については有効応⼒解析の結果を３次元フレームモデルに⼊⼒する。
 具体的には，質点系モデルのせん断⼒を床位置に静的に⼊⼒する。

中央断面 端部断面

1

2

3

4

101

102

103

104

5 105

6

11

21

31

41

121

131

141

211

221

231

241

161

171

181

1
2

3

冷却塔基礎上端に剛梁を設け、
冷却塔脚部節点3と結合

竜巻基礎上端に剛
梁を設け、竜巻施設
脚部節点5と結合

竜巻基礎上端に剛
梁を設け、竜巻施設
脚部節点105と結合

竜巻施設節点1,6,101の水平変位を同一とするMPC拘束

竜巻施設節点2,102の水平変位を同一とするMPC拘束

冷却塔1
冷却塔2

竜巻施設

1
2

61 71

冷却塔基礎

MMR

竜巻基礎埋戻土 埋戻土

改良地盤B改良地盤B

竜巻基礎

竜巻施設
竜巻施設

埋戻土 埋戻土

改良地盤B

竜巻基礎
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（2/6）

■解析モデル
 解析領域の境界部において，側面及び底面は半無限性によるエネルギー逸散効果を考慮するために粘性境界を設ける。
 中央断面の上部鉄骨架構は，両側に基礎があることから門型の質点系でモデル化する
 対象施設南側の洞道、流動化処理土を解析モデルに取り込んだ。

︓埋戻土

︓流動化処理土

︓粗粒砂岩

︓細粒砂岩1

︓細粒砂岩2

︓泥岩

︓洞道

︓⾶来物防護ネット基礎

︓改良地盤B

︓杭

︓冷却塔基礎

︓MMR

︓上部架構質点

︓⽔平MPC拘束
+上部架構鉛直部材

︓上部架構フレーム部材

︓上部架構ブレース部材

NS中央断面

底面粘性境界 底面粘性境界

自由地盤 自由地盤側面粘性境界側面粘性境界

埋戻土 ＭＭＲ
洞道

埋戻土

流動化処理土

粗粒砂岩

細粒砂岩1

細粒砂岩2

泥岩

改良地盤B
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（3/6）

■解析モデル
 解析領域の境界部において，側面及び底面は半無限性によるエネルギー逸散効果を考慮するために粘性境界を設ける。
 端部断面の上部鉄骨架構は，一体の基礎断面になることから，１本棒の質点系でモデル化する。
 対象施設南側の洞道、流動化処理土を解析モデルに取り込んだ。

︓埋戻土

︓流動化処理土

︓粗粒砂岩

︓細粒砂岩1

︓細粒砂岩2

︓泥岩

︓洞道

︓⾶来物防護ネット基礎

︓改良地盤B

︓杭

︓冷却塔基礎

︓MMR

︓上部架構質点

︓⽔平MPC拘束
+上部架構鉛直部材

︓上部架構フレーム部材

︓上部架構ブレース部材

NS端部断面

底面粘性境界 底面粘性境界

自由地盤 自由地盤側面粘性境界側面粘性境界

埋戻土
洞道

埋戻土

流動化処理土

粗粒砂岩

細粒砂岩1

細粒砂岩2

泥岩

改良地盤B
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（4/6）

■解析モデル
 解析領域の境界部において，側面及び底面は半無限性によるエネルギー逸散効果を考慮するために粘性境界を設ける。
 中央断面の上部鉄骨架構は，両側に基礎があることから門型の質点系でモデル化する
 対象施設⻄側の洞道、東側の洞道、建屋を解析モデルに取り込んだ。

︓埋戻土

︓流動化処理土

︓粗粒砂岩

︓細粒砂岩1

︓細粒砂岩2

︓泥岩

︓洞道

︓⾶来物防護ネット基礎

︓改良地盤B

︓杭

︓冷却塔基礎

︓MMR

︓MMR

︓上部架構質点

︓⽔平MPC拘束
+上部架構鉛直部材

︓上部架構フレーム部材

︓上部架構ブレース部材
EW中央断面

底面粘性境界 底面粘性境界

自由地盤 自由地盤側面粘性境界側面粘性境界

埋戻土 ＭＭＲ 流動化処理土

粗粒砂岩

細粒砂岩1

細粒砂岩2

泥岩

洞道

改良地盤B

ＭＭＲ

改良地盤B
洞道

粗粒砂岩
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（5/6）

■解析モデル
 解析領域の境界部において，側面及び底面は半無限性によるエネルギー逸散効果を考慮するために粘性境界を設ける。
 端部断面の上部鉄骨架構は，一体の基礎断面になることから，１本棒の質点系でモデル化する。
 対象施設⻄側の洞道、東側の洞道、流動化処理施⼯範囲を解析モデルに取り込んだ。

︓埋戻土

︓流動化処理土

︓粗粒砂岩

︓細粒砂岩1

︓細粒砂岩2

︓泥岩

︓洞道

︓⾶来物防護ネット基礎

︓改良地盤B

︓杭

︓冷却塔基礎

︓MMR

︓MMR

︓上部架構質点

︓⽔平MPC拘束
+上部架構鉛直部材

︓上部架構フレーム部材

︓上部架構ブレース部材
EW端部断面

底面粘性境界 底面粘性境界

自由地盤 自由地盤側面粘性境界側面粘性境界

埋戻土 流動化処理土

粗粒砂岩

細粒砂岩1

細粒砂岩2

泥岩

洞道

改良地盤B

ＭＭＲ
洞道

粗粒砂岩
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■有効応⼒解析結果を⽤いた３次元フレームモデルの評価
 有効応⼒解析では上部鉄骨架構の振動特性の基礎への影響を把握するため上部架構鉄骨を質点系

でモデル化している。
 そのため，地盤の液状化解析と同時に，上部鉄骨架構の応答も算出されることから，各層のせん断⼒

等を３次元フレーム解析モデルの⼊⼒とする。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考4）解析モデルの概要（6/6）

NS
EW

NS
EW

NS
EW

凡例

︓点荷重

c． 地震荷重（Ss）NS方向 c． 地震荷重（Ss）EW方向

c． 地震荷重（Ss）UD方向
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パラメータ 埋戻土
改良
地盤

流動化
処理土

物理
特性

密度ρ
※D：深度(m) g/cm3 1.82+0.0028D 1.72 1.63

間隙率n - 0.46 0.55 0.62

変形
特性

動せん断弾性係数G kN/m2 1.257×105 1.100×106 3.800×105

基準平均有効拘束圧 kN/m2 52.3 1.0 1.0

ポアソン比ν - 0.33 0.33 0.33

履歴減衰における
減衰定数の上限値h - 0.171 0.167 0.140

強度
特性

粘着力c’
※p：上載圧(N/mm2) N/mm2 0 3.000×103 0.347+0.242p

内部摩擦角 ° 39.7 0.001 0.001

液状化
特性

変相角 ° 34.0 － －

S1（終局状態を規定） 0.005 － －

w1（強度特性全体を規定） 10.30 － －

p1（強度特性の前半を規定） 0.50 － －

p2（強度特性の後半を規定） 1.00 － －

c1（強度発生の下限値を規定） 1.81 － －

■地盤のパラメータ

パラメータ
上部鉄骨
（質点系）

せん断
弾性係数G MPa 7.90×104

ポアソン比
ν - 0.3

減衰定数h - 0.02

■上部鉄骨架構のパラメータ

※改良地盤と流動化処理土については一軸圧
縮強度が0.5kgf/cm2～1.0kgf/cm2以上あること
から，液状化しないと判断している。

パラメータ 杭 基礎梁

せん断
弾性係数G MPa 9.825×103 9.446×103

ポアソン比ν - 0.200 0.200

減衰定数h - 0.05 0.05

■杭基礎のパラメータ

 有効応⼒解析を実施する際に，動的変形特性を規定するパラメータと，過剰間隙⽔圧の発生を規定するパラメータを
設定する必要がある。液状化パラメータは，要素シミュレーションを実施し，これにより得られる解析上の液状化抵抗曲
線が，液状化強度試験結果に対して，包絡値と同等になるように下表のように設定した。

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考５）有効応⼒解析に⽤いる主なパラメータ
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埋戻し土の液状化強度試験の結果は，有効応⼒がゼロになるケースと完全にはゼロにはならないケ
ースが確認された。また，過剰間隙⽔圧⽐は，すべてのケースで間隙⽔圧が95％を超過するものの，
せん断応⼒作⽤時には正のダイレイタンシーの効果により，過剰間隙⽔圧は低下する傾向が確認され
るとともに、急激な軸ひずみの変化はみられず、ねばり強い傾向が確認された。

0.95

ねばり強い

低下

試験後の供試体

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考５）有効応⼒解析に⽤いる主なパラメータ
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非液状化時（全応⼒解析）の応答結果と最大値を⽰すケース（⻩色ハッチング）
NS方向

標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ

1 Ss-A(H) 40828 41032 40167 12845 13032 12898 0.95 0.95 0.97 0.178 0.170 0.192

2 Ss-B1(NS) 30632 30375 29906 13095 13133 13097 0.62 0.58 0.68 0.045 0.042 0.049

3 Ss-B2(NS) 32770 33301 32267 12000 12463 12342 0.95 0.91 0.95 0.059 0.057 0.062

4 Ss-B3(NS) 31012 31870 30948 11133 11338 11279 0.63 0.62 0.67 0.034 0.030 0.039

5 Ss-B4(NS) 35810 34923 37626 12287 12399 12215 0.68 0.68 0.66 0.033 0.031 0.034

6 Ss-B5(NS) 30564 29926 31230 11617 11927 12160 0.84 0.79 0.87 0.046 0.039 0.055

7 Ss-C1(NSEW) 40874 39527 42520 13945 13920 14046 1.48 1.40 1.60 0.019 0.018 0.020

8 Ss-C2(NS) 25062 24292 24651 8160 7911 8966 0.25 0.25 0.28 0.006 0.005 0.009

9 Ss-C2(EW) 33068 32371 33629 12260 12385 12514 0.38 0.35 0.44 0.013 0.011 0.018

10 Ss-C3(NS) 27407 26816 28578 11688 11828 11792 0.75 0.75 0.76 0.018 0.014 0.020

11 Ss-C3(EW) 30922 31500 30695 12192 12626 11818 0.61 0.59 0.63 0.023 0.021 0.025

12 Ss-C4(NS) 32893 33166 33256 12354 12155 12449 0.41 0.40 0.44 0.023 0.023 0.025

13 Ss-C4(EW) 32339 32247 34992 10753 11063 10797 0.68 0.67 0.72 0.026 0.026 0.032

注1) ⻩着色は、全13波のうち最大となる数値を⽰す。

注2) (A)の地震荷重は、(B)に基礎部の慣性⼒(=最大加速度×基礎重量)を加えたもの。

(A) ⽔平地震荷重
[kN]

(B) 最⼤応答せん断⼒
[kN]

(C) 最⼤応答軸ひずみ
[%]

(D) 座屈拘束ブレース
の最⼤疲労係数No. 地震波

基礎･杭設計⽤ フレーム部材設計⽤ 座屈拘束ブレース設計⽤

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考６）有効応⼒解析ケースの選定（1/3）
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非液状化時（全応⼒解析）の応答結果と最大値を⽰すケース（⻩色ハッチング）
EW方向

標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ

1 Ss-A(H) 41222 41246 40568 13239 13246 13299 0.98 0.98 1.02 0.171 0.160 0.185

2 Ss-B1(EW) 33923 32848 35346 12186 11988 12971 0.62 0.54 0.72 0.024 0.024 0.029

3 Ss-B2(EW) 32943 32210 33475 11982 12077 11789 0.65 0.67 0.66 0.045 0.041 0.050

4 Ss-B3(EW) 27982 27438 28644 10756 10510 11208 0.37 0.33 0.44 0.020 0.019 0.027

5 Ss-B4(EW) 34567 34908 33285 12464 12757 12516 0.56 0.53 0.61 0.020 0.020 0.020

6 Ss-B5(EW) 36595 35490 36701 13323 13334 13505 0.88 0.83 0.96 0.034 0.033 0.045

7 Ss-C1(NSEW) 41020 39724 42599 14091 14117 14125 1.47 1.39 1.59 0.018 0.016 0.020

8 Ss-C2(NS) 24512 24014 23717 7610 7633 8032 0.24 0.23 0.26 0.005 0.005 0.006

9 Ss-C2(EW) 32831 31898 33758 12023 11912 12643 0.35 0.34 0.39 0.009 0.009 0.011

10 Ss-C3(NS) 27762 26934 29024 12043 11946 12238 0.78 0.76 0.81 0.013 0.012 0.018

11 Ss-C3(EW) 31998 32192 31877 13268 13318 13000 0.64 0.63 0.65 0.021 0.019 0.024

12 Ss-C4(NS) 33604 34246 33452 13065 13235 12645 0.44 0.44 0.46 0.021 0.019 0.023

13 Ss-C4(EW) 33786 33308 36353 12200 12124 12158 0.76 0.75 0.75 0.024 0.023 0.027

注1) ⻩着色は、全13波のうち最大となる数値を⽰す。

注2) (A)の地震荷重は、(B)に基礎部の慣性⼒(=最大加速度×基礎重量)を加えたもの。

(C) 最⼤応答軸ひずみ
[%]

(D) 座屈拘束ブレース
の最⼤疲労係数地震波

基礎･杭設計⽤ フレーム部材設計⽤ 座屈拘束ブレース設計⽤

(A) ⽔平地震荷重
[kN]

(B) 最⼤応答せん断⼒
[kN]No.

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考６）有効応⼒解析ケースの選定（2/3）



２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考６）有効応⼒解析ケースの選定（3/3）
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1次元の有効応⼒解析による自由地盤の応答結果と最大値を⽰すケース（⻩色ハッチング）

NS方向 EW方向

標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ 標準地盤 地盤+σ 地盤-σ

1 Ss-A(H) 3.15E-02 3.30E-02 3.15E-02 2.76 2.80 2.70 1 Ss-A(H) 3.15E-02 3.30E-02 3.15E-02 2.76 2.80 2.70

2 Ss-B1(NS) 7.79E-03 8.13E-03 7.40E-03 2.52 2.53 2.46 2 Ss-B1(EW) 5.06E-03 5.49E-03 5.05E-03 2.42 2.55 2.29

3 Ss-B2(NS) 1.32E-02 1.35E-02 1.30E-02 3.36 3.47 3.22 3 Ss-B2(EW) 8.44E-03 8.62E-03 8.20E-03 1.95 2.09 1.76

4 Ss-B3(NS) 9.12E-03 9.45E-03 8.96E-03 3.55 3.63 3.46 4 Ss-B3(EW) 6.30E-03 6.54E-03 6.08E-03 1.84 1.87 1.82

5 Ss-B4(NS) 1.47E-02 1.49E-02 1.46E-02 5.08 5.20 4.93 5 Ss-B4(EW) 1.06E-02 1.06E-02 1.03E-02 2.43 2.58 2.40

6 Ss-B5(NS) 7.36E-03 7.60E-03 7.16E-03 2.22 2.29 2.15 6 Ss-B5(EW) 9.41E-03 9.74E-03 9.06E-03 3.41 3.52 3.31

7 Ss-C1(NSEW) 8.97E-03 9.04E-03 8.87E-03 6.67 6.92 6.43 7 Ss-C1(NSEW) 8.97E-03 9.04E-03 8.87E-03 6.67 6.92 6.43

8 Ss-C2(NS) 9.57E-04 9.34E-04 9.37E-04 1.79 1.81 1.76 8 Ss-C2(NS) 9.57E-04 9.34E-04 9.37E-04 1.79 1.81 1.76

9 Ss-C2(EW) 1.31E-02 1.29E-02 1.31E-02 5.46 4.54 4.70 9 Ss-C2(EW) 1.31E-02 1.29E-02 1.31E-02 5.46 4.54 4.70

10 Ss-C3(NS) 1.73E-02 1.72E-02 1.75E-02 1.71 1.55 1.80 10 Ss-C3(NS) 1.73E-02 1.72E-02 1.75E-02 1.71 1.55 1.80

11 Ss-C3(EW) 2.24E-02 2.16E-02 2.25E-02 1.77 1.80 1.72 11 Ss-C3(EW) 2.24E-02 2.16E-02 2.25E-02 1.77 1.80 1.72

12 Ss-C4(NS) 7.41E-03 7.05E-03 7.70E-03 1.98 1.97 2.01 12 Ss-C4(NS) 7.41E-03 7.05E-03 7.70E-03 1.98 1.97 2.01

13 Ss-C4(EW) 1.66E-02 1.74E-02 1.60E-02 3.26 3.31 3.23 13 Ss-C4(EW) 1.66E-02 1.74E-02 1.60E-02 3.26 3.31 3.23

注1) ⻩着色は、全13波のうち最大となる数値を⽰す。

注2) 鉛直動同時加振

注3) (A)は埋戻し土下端，(B)は地表面を対象

(A) せん断ひずみの最⼤値
[-]

(B) 最⼤加速度
[m/s2]No. 地震波 No. 地震波

(A) せん断ひずみの最⼤値
[-]

(B) 最⼤加速度
[m/s2]



(kN∙m)

 上部架構の柱・梁等の部材は，応⼒度による評
価を実施

 上部架構の座屈拘束ブレースは，最大軸ひずみ
及び疲労係数による評価を実施

 基礎は，曲げモーメントに対する評価及びせ
ん断⼒に対する評価を実施

 杭は，軸⼒と曲げモーメントに対する評価，
せん断⼒に対する評価，及び，支持⼒・引
抜⼒に対する評価を実施
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(kN∙m)

EW

NS

 
P1，P1A 

 
P2 

基礎の曲げモーメント

上部架構の曲げモーメント

杭の曲げモーメント

２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考7）非液状化時の評価結果（1/2）



 非液状化時における各評価部位について全応⼒解析による評価を⾏い，耐震性が確保されるこ
とを確認した。
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２．２ 安全冷却⽔Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット架構の耐震評価
（参考7）非液状化時の評価結果（2/2）

⾶来物防護ネットの
検討対象部位 評価指標 発生値 許容値 地震動 検定⽐

上部架構
（柱等の弾性部材）

応⼒度
（軸⼒＋曲げ）

34 Mpa（σc）
5 Mpa（σbx）

242 Mpa（σby）

199 Mpa（fc）
357 Mpa（fbx）
357 Mpa（fby）

Ss-C1 0.854

上部架構
（座屈拘束ブレース）

最大軸ひずみ 1.60% 3.00% Ss-C1 0.534

疲労係数総和
0.1%-0.3%︓146回
0.3%-0.5%︓88回
0.5%-1.0%︓47回
1.0%-1.8%︓3回

5537回
1952回
474回
142回

Ss-A 0.192

基礎梁

耐⼒
（軸⼒＋曲げ） 1400 kN・m/m 4960 kN・m/m

Ss全波の包絡

0.281

耐⼒
（面外せん断⼒） 1820 kN/m 3950 kN/m 0.459

杭

耐⼒
（軸⼒＋曲げ） 255 kN・m 557 kN・m 0.458

耐⼒
（面外せん断⼒） 1320 kN 5190 kN 0.255

支持⼒
引抜⼒

2810 kN
1580 kN

12600 kN
7290 kN

0.223 
0.217


